
(59)

1. はじめに

　表面が毛羽立った繊維製品に沿って火炎が燃え拡がる
と，条件によっては表面フラッシュが発生し，火炎が起毛
層 (繊維表面の毛羽立った部分) を高速に伝播することが知
られている．表面フラッシュが発生すると火炎が瞬時に燃
え拡がるため，思わぬ被害が生じることがある．
　これまでの研究[1-7]により，表面フラッシュが発生する
のは起毛層厚さが一定値以上かつ起毛層密度が一定値以下
の場合のみであることがわかっている．また，表面フラッ
シュが発生する条件では，表面フラッシュ速度が起毛層密
度には大きく依存するが起毛層厚さにはそれほど依存しな
いことが知られている．さらに，これらの研究では，系全
体の熱収支を考えることにより，表面フラッシュ時の燃え
拡がり速度の変化などが議論されている．
　最近，筆者らにより表面フラッシュの新しい理論が提案
された[8,9]．この理論は，熱損失の効果を含んだ予混合火
炎伝播の理論を拡張したもので，繊維の熱分解の影響が考

慮されている．活性化エネルギー漸近解析 (activation-energy 

asymptotics, AEA) の手法を用いればこの理論の解析解が得
られ，表面フラッシュ速度を起毛層密度の関数として表す
ことができ，また，表面フラッシュが発生する起毛層密度
の上限界を予測することができる．しかし文献[8,9]の表面
フラッシュ理論では，モデルの単純化のため様ざまな仮定
が用いられている．本研究では，特に以下の二点に着目す
る．
・文献[8,9]では，起毛層密度の影響のみに注目し，起毛層
厚さの影響が考慮されていない．つまり，表面フラッシュ
が発生する限界起毛層厚さに関する知見が得られない．
また，表面フラッシュ速度が起毛層密度には大きく依存
するが起毛層厚さにはそれほど依存しないという実験結
果に関する議論ができない．
・酸素濃度のみに依存する一次の反応速度が仮定されてい
る．限界起毛層密度付近では燃料過濃 (すなわち燃料濃
度がほぼ一定) を仮定できるかもしれないが，起毛層密
度が減少すれば反応速度の燃料濃度依存性を無視できな
くなるはずである．さらに踏み込めば，表面フラッシュ
が発生する起毛層密度の下限界も存在すると考えるのが
自然である．しかし，反応速度の燃料濃度依存性を無視
した文献[8,9]の理論は，上限界を予測こそすれ，下限界
を予測することはできない．
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　本研究では，これらの問題点をふまえて，表面フラッシュ
理論を改良する．さらに，得られた解を詳細に検討し，表
面フラッシュ現象に関するさらなる知見を得ることを目的
とする．

2. モデルと解析解

2.1. 基礎方程式
　図 1 にモデルの概略図を示す．このモデルは，気相の温
度分布測定などの過去の実験結果[3,6]や高速度シュリーレ
ン撮影による観察[9]に基づいている．
　繊維は毛羽立った起毛層と生地基部から成り，火炎は起
毛層を通って伝播する．本研究では，起毛層部分のみを一
次元的に取り扱い，生地基部の影響はモデル化して考慮す
る．一次元モデルを用いるのは，表面フラッシュ発生時に
おける起毛層部分の温度分布が生地基部からの距離によら
ずほぼ等しいという実験結果[3]に基づいている．また，本
研究の対象と類似の現象である，円管内における爆燃波や
爆轟波の伝播を対象とした理論でも，今回のモデルと同様，
現象を一次元的に取り扱い，管壁の影響はモデル化して考
慮されている[10-13]．
　図 1 に示したように火炎位置を x = 0 とする相対座標系
を用い，x = −∞における速度 V0 が表面フラッシュ速度で
ある．x = -∞では，繊維固体が空気中に均一に分布してい
るとし，ここでのかさ密度が起毛層密度 ρn である．なお，
本研究では繊維固体の真密度が気体密度より十分大きいと
し，起毛層中で繊維固体が占める体積を考慮しない．この
とき，x = -∞での当量比 φ0 は以下のように表される．

 (1)

各記号の意味は文末にまとめた．(1) 式右辺の ρn 以外のパ

ラメータは大気の条件や燃料の種類のみに依存するので，
φ0 の値は ρn に比例する．
　起毛層予熱領域 (図 1 の preheating region) では温度上昇
が始まるものの，繊維の熱分解温度には達していない．熱
分解領域 (図 1 の pyrolysis region) では気化により繊維が縮
んだり切れたりする．またこれにより生成した可燃性気体
が拡散により空気と混合する．x = x1 (x1 < 0) で繊維の熱分
解が完了し，このときの温度を熱分解温度 T1 とした．
　x1 < x < 0 は未燃予混合領域 (図 1 の unburned premix 

region) で，ここでは予混合気が形成されていると仮定する．
Charuchinda らは，表面フラッシュ中の起毛層の温度分布の
測定結果から熱移動機構を検討し，予混合火炎の熱移動機
構と類似していることを示した[3,6]．本研究で予混合領域
の存在を仮定するのは，これらの結果に基づいている．な
お，この仮定は，拡散混合の特性時間が表面フラッシュの
特性時間より十分に小さい場合に成り立つと考えられる．
この点に関しては，次節で更に検討する．
　気相部分 (x > x1) の厚さ δ の領域の一次元基礎方程式は
以下のように与えられる．

 (2)

 (3)

 (4)

反応項の温度依存性が通常の Arrhenius 型とは異なってい
るが，cold-boundary difficulty を避けるためにしばしば用い
られる手法である[14-16]．文献[8,9]と同様に，エネルギー
保存式 (2) に熱損失項が含まれている．熱損失源としては，
Dobashi and Charuchinda [6]の検討に基づき，生地基部や周
囲気体への熱伝導によるものを考慮する．文献[8,9]では x 

> 0 でのみ熱損失項が考慮されたが，今回は x < 0 でも熱損
失の影響を無視しない．熱損失項 ((2) 式の右辺第三項) の k 

は，平均熱伝達係数である．条件によっては輻射による熱
損失が支配的になるかもしれないが，k'(T-T0)

4/c という輻
射損失項を追加すれば温度の四乗の依存性を考慮できる．
また，この項を k'(Tb-T0)

3(T-T0)/c のように線形化すれば (Tb 

は断熱火炎温度)，以下と同様に解を求めることができる．
　(2)～(4) 式の α は α = ρgD = λ/c で定義される．すなわち，
Lewis 数は 1 と仮定した．総括一段階反応を考え，反応速
度は，燃料濃度および酸素濃度のそれぞれに比例する二次
反応を仮定した．燃料 nF 次，酸素 nO 次の (nF + nO) 次反応
といった一般化も容易に行えるが，反応機構の詳細が十分
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Fig.1   Schematic of the present model.
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に知られていない現状では無用な複雑化と考え，単純な二
次反応を用いることとした．
　質量流束 m がこの系の固有値であり，これを求めるのが
本モデルの目標である．質量流束は，繊維が熱分解すると
きの質量保存により以下のように表される．

 (5)

ここで，Vg は気相部分 (x > x1) における気体速度である．(5) 

式では，前述のように，気体の密度が繊維の真密度に比べ
て十分に小さい，すなわち，空隙率が 100 % だと仮定した．
この仮定は，繊維径 (綿の場合 30 μm 程度) が繊維間隔に比
べて十分小さい場合は妥当だと考えられる．なお，繊維径
がある限界値より大きくなると，表面フラッシュが発生し
なくなることが予想される．この限界繊維径付近では，繊
維の熱分解の特性時間と表面フラッシュの特性時間が同程
度になると考えられる[9]．

2.2. 境界条件
　通常の予混合火炎理論では x = −∞ で上流側の境界条件が
与えられるが，本モデルでは繊維の熱分解を考慮するため，
熱分解完了位置 x1 (< 0) で上流側の境界条件を与える．x = 

x1 における境界条件は以下の通りである．

 (6)

 (7)

(6) 式では，モデルの単純化のため T1 = T0 を仮定した．こ
の仮定を外すことは容易である (例えば，Buckmaster and 

Ludford [16]が類似した系を扱っている)．しかし，T1 ≠ T0 

とするとパラメータが一つ増えてしまうこと，また，この
単純化を行っても得られる結果が定性的には変わらないこ
とから，本研究では T1 = T0 と仮定する．この仮定により
温度 T1 まで昇温するのに必要な熱量の影響が無視されて
しまうが，その熱量を繊維の分解熱に加えれば，近似的に
これを考慮できる．三つの方程式 (2)～(4) に対して，x = x1 

において四つの境界条件があるため，x1 を一意に求めるこ
とができる．
　(7) 式における YF1 および YO1 の値は，以下に示す x = x1 

における燃料および酸素の質量保存式を満たさなければな
らない．

 (8)

なお，文献[8,9]では，YO1 = YO0 (ならびに YF1 = YF0) が暗黙
のうちに仮定された (つまり，x = x1 における濃度が x = −∞ 

の条件で計算されるものに等しいと仮定された) が，厳密に
は正しくない．x = x1 における燃料および酸素の質量保存を
考慮しないと，例えば断熱火炎温度の計算が不正確になり，
表面フラッシュ速度の予測における誤差の原因になる．
　火炎先端の位置 x = 0 における条件は，以下の通りである．

 (9)

ただし，T* は x = 0 における火炎温度であり，熱損失が無
い場合は断熱火炎温度 Tb に等しい．T* の値は活性化エネ
ルギー漸近解析により解を求める過程で得られる．なお，
φ1 は x = x1 における当量比である．φ1 の値は基礎方程式を
解く過程で求まるが (2.3 および 2.4 節参照) ，一般に φ1 は
φ0 と等しくない．(9) 式は φ1 > 1 の場合の条件であるが，φ1 

< 1 の場合も同様に解析を進めることができる．
　下流側の境界条件，すなわち，x = ∞ での条件は次式で
表される．

 (10)

ただし，熱損失が無い場合は，(10) の第一式は T = Tb となる．

2.3. 無次元化
　ここで，以下の無次元変数を導入する．

 (11)

ただし，断熱火炎温度 Tb は以下で表される．

 (12)

このとき，(2)～(4) 式は以下のように無次元化される．

 (13)

 (14)

 (15)

ここで，無次元パラメータ Γ および K は

 (16)

で定義され，それぞれ，無次元火炎伝播速度および無次元
熱損失係数である．Γ は m を含むため，この系の固有値で
あり，Γ を K および他のパラメータの関数として求めるの
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がこの解析の目標である．
　境界条件 (9) を無次元化すると，以下の η = 0 における境
界条件が得られる．

 (17)

同様に，境界条件 (10) より

 (18)

が得られる．さらに，熱分解完了位置における燃料および
酸素の境界条件 (7) を無次元化すれば

 (19)

となる．(14) および (15) 式と境界条件 (17)～(19) より，yF 

= yO である．ここでは，yF = yO ≡ y とする．このとき，関
係式 (8) を無次元化することにより，

 (20)

および

 (21)

が得られ，(20) 式を用いれば境界条件 (6) が以下のように
無次元化される．

 (22)

ただし，H は H = Hp/Hc で定義される無次元パラメータで
ある．なお，(21) 式で dy/dη < 0 であることに注意すれば，
φ1 > φ0 であることがわかる (φ0 > 1 の場合)．

2.4. 活性化エネルギー漸近解析 (AEA)
　活性化エネルギーが火炎温度より十分大きい場合の漸近
解を求める AEA の枠組の中では，火炎の近傍以外，すな
わち η1 < η < 0 およびη > 0 で，反応項が無視される[15,16]．
このとき，(13)～(15) 式は

 (23)

 (24)

となる．η1 < η < 0 での (24) 式の解は，境界条件 (17) およ

び (19) より，

 (25)

で与えられる．このとき (20) の第二式および (21) 式より，

 (26)

となる．また，境界条件 (17) および (22) の下に (23) 式も
解くことができ，次式で解が与えられる．

 (27)

したがって，火炎温度 θ* (η = 0 における θ) は以下のよう
に η1 と関連付けられる．

 (28)

ただし，(27) および (28) 式の X は以下で定義される．

 (29)

　一方，η > 0 での (23) および (24) 式の解は，

 (30)

である．η1 < η < 0 および η > 0 の領域の間に，反応項を無
視できない薄い反応領域が存在する．反応領域では，拡散
項と反応項のみを考慮し，基礎方程式を積分する[8,15,16]．
このとき，上流側および下流側の温度勾配等の境界条件が
必要になるが，η1 < η < 0 およびη > 0 の領域とのマッチン
グより求める．例えば，(30) 式より，

 (31)

が得られるので，反応領域を積分する際の下流側の境界条
件としてこれらを用いる．同様に，(25) および (27) 式から 

η = 0− における dθ /dη および dy/dη を求め，反応領域を積
分する際の上流側の境界条件とする．(25)，(27) および (30) 

式より，反応領域前後で温度勾配および濃度勾配の値が異
なる (jump する) ことがわかるが，これは，反応領域が温
度の source および濃度の sink として働いているためであ
る．なお，反応領域の取り扱いの詳細については以前の論
文[8]に記した．また，AEA における領域間のマッチング
は文献[15,16]等に詳しい．このような各領域間のマッチン
グにより η = 0 における jump condition が得られ，以下の関
係式が近似的に導かれる．
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 (32)

 (33)

ただし，(33) 式の ε  は漸近解析中の小さいパラメータで，
ε = θ*

2/θa である．(28)，(32) および (33) 式を連立させれば Γ，
θ* およびη1 を求めることができる．ここまでの解析は φ0 

> 1 の場合であったが，φ0 < 1 の場合も同様に解析できる．
次節では φ0 > 1 の場合について主に検討するが，いくつか
の結果には φ0 < 1 の場合も含まれている．

3. 結果と考察

3.1. 熱損失が無い場合
　熱損失が無い場合，すなわち K = 0 の場合は，X = 1 を 

(28)，(32) および (33) 式に代入すれば解が得られる．得ら
れた Γ をφ0 の関数として図 2 に示す．Γ はφ0 = 1 付近で最
大となり，理論混合比から離れるにしたがい Γ が減少する．
　K = 0 のとき，熱分解完了位置は η1 = ln (φ0H) で与えられ
る (φ0 > 1 の場合) ．すなわち，熱分解完了位置から火炎ま
での距離 (η1 は負なので，その絶対値) は，φ0 の増加にと
もない減少する．これは，φ0 が増加すると火炎温度が低下
するため，繊維の熱分解に必要な熱量を供給するためには
大きな温度勾配が要求されるからだと考えられる．本研究
では予混合火炎理論をもとにしたモデルを用いている．前
節で述べたように，このモデルでは，熱分解完了位置まで
火炎が通過するのに必要な時間が，熱分解で生じた燃料気
体と空気が拡散により混合するのに必要な時間よりも十分
に大きいことを前提条件としている．文献[9]の検討による
と，この条件は通常満たされているようであるが，拡散混
合に必要な時間は熱分解で生じる化学種の種類などにも依
存するため，検討の際には注意が必要である．なお，φ0 = 

1 および H = 0.1 として，表面フラッシュ速度が 10 cm/s 程
度のときの熱分解完了位置から火炎までの距離 (予混合領
域の大きさ，つまり x1 の絶対値) のオーダーを見積もると 

1 mm 程度となり，実験による観察結果[9]とほぼ一致して
いる．
　η1 が負であることと η1 = ln (φ0H) の関係式より，φ0 > 1/H 

で表面フラッシュが不可能になることがわかる (φ0 > 1 の場
合)．これは，この条件のとき，

 (34)

が成り立ち，燃焼により発生する熱量が繊維の熱分解に必

要な熱量より小さくなるためである．例えば，図 2 のよう
に H = 0.1 のとき，解が存在するのは 0 < φ0 < 10 の範囲の
みである．しかし，K = 0 の場合，生地基部や周囲気体へ
の熱損失にともなう消炎は，当然のことながら生じない．

3.2. 熱損失がある場合
　熱損失がある場合，すなわち K > 0 の場合に (28)，(32) 

および (33) 式を解いて得られる Γ，θ* および η1 (の絶対値) 

を K の関数として図 3 に示す．これらの結果は Newton 法
により数値的に求めた．
　図 3 より，K がある限界値よりも大きい場合は解が存在
しないことがわかる．そして，この限界値は φ0 が増加す
るにしたがい減少することがわかる (φ0 > 1 の場合) ．また，
K が限界値より小さい場合は，Γ，θ* およびη1 のいずれに
対しても解が二つ存在する．これらの結果は，通常の予混
合火炎伝播の理論から得られる結果と同様である．通常の
予混合火炎同様，上側の解 (グラフの縦軸が大きい側の解) 

が安定であり，下側の解は不安定である．以下では安定解
についてのみ議論する．
　図 3a および 3b の限界点付近を比較すると，火炎温度は
断熱条件から数 % 程度しか減少していないのに対して，Γ 

は 40 % 近くも減少している．言い換えれば，火炎温度の
減少率が O(θa

−1) 程度でも，火炎伝播速度の減少率に対し
て O(1) の影響を及ぼす (通常の予混合火炎伝播[16]と同様
である) ．図 3b より，φ0 の増加にともない，限界条件にお
ける θ* がわずかに上昇していることがわかる (φ0 > 1 の場
合) ．この結果は，φ0 が増加すると (12) 式で定義される断
熱火炎温度が低下するので，活性化温度が相対的に上昇し，
ε が相対的に減少することと関連付けられる．
　熱分解完了位置から火炎までの距離 (|η1|) は，φ0 の増加
にともない減少する (図 3c)．これは，3.1 節で述べたように，
K = 0 の場合は η1 = ln (φ0H) で与えられることと対応してい
る．K が増加すると火炎温度が低下し，熱分解完了位置か
ら火炎までの距離も同様に減少する．限界条件では，断熱
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Fig.2 Γ as a function of φ0 under adiabatic conditions (K = 0). Other 
parameters used: H = 0.1, Ta/T0 = 50, Hc/cT0 = 40, YOa = 0.2, and 
νFWF/νOWO = 1.
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条件の場合と比較して O(θa
−1) 程度 |η1| が減少する．

　図 3a の縦軸を K = 0 での値で割ったものを図 4 に示す．
通常の予混合火炎伝播の場合，伝播速度が断熱の場合の 

1/e1/2 倍のときが伝播限界であることがよく知られている
が，繊維の熱分解を考慮した今回のモデルでもほぼ同様の
結果が得られた．ただし，図 3 および 4 は H (= Hp/Hc) = 0.1 

の条件で得られた結果なので，熱分解の影響が無視できる
程度にしか現れない可能性がある．そこで，H を変化させ
た場合に得られるΓ を図 5 に示す．図 5b は，図 4 同様，図 

5a の縦軸を K = 0 での値で割ったものである．なお，図 5a 

は，H の変化により変数範囲が大きく変化するため，縦軸

および横軸とも対数をプロットしてある．
　図 5a からわかるように，H が増加すると Γ が大きく減
少する．これは，燃焼反応により生成する熱量のうち，繊
維の熱分解に用いられる割合が増加するためである．また，
H の増加にともない，火炎伝播の限界条件での K の値が
大きく減少する．つまり，繊維の熱分解に必要な熱量が大
きい場合は，わずかな熱損失しかない場合でも表面フラッ
シュの発生が不可能になる．
　H の値が変化すると図 5a に示したような変化がみられ
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Fig.3 Variation of Γ, θ*, and η1 for different values of φ0. Parameters 
used: H = 0.1, Ta/T0 = 50, Hc/cT0 = 40, YOa = 0.2, and νFWF/νOWO 
= 1.

Fig.4 Γ scaled by the value at K = 0 for different values of φ0. 
Parameters used are same as Fig.3a.

Fig.5 Variation of Γ for different values of H. Parameters used: φ0 = 1, 
Ta/T0 = 50, Hc/cT0 = 40, YOa = 0.2, and νFWF/νOWO = 1.
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たが，縦軸を K = 0 での値で割ったものをプロットすると
図 5b が得られ，H < 0.4 の範囲では，通常の予混合火炎伝
播と同様に，Γ が断熱の場合の 1/e1/2 倍程度のときが伝播
限界であるという結果が得られた．

3.3. 起毛層厚さおよび起毛層密度の影響
　無次元熱損失係数 K が起毛層厚さ δ に反比例することに
注意すれば，本モデルで一定の φ0 の値のもとで K の値が
変化することが，表面フラッシュ現象において起毛層厚さ
が変化することに相当し，そのような場合の結果は図 3 に
示されている．図 3 で K が限界値以上だと解が存在しない
ことは，起毛層厚さが限界値以下では表面フラッシュが発
生しないことに対応し，これまでの実験結果と定性的に一
致している．また，K が限界値以下の場合，Γ はたかだか 

40 % 程度しか変化しない (図 4)．つまり，起毛層厚さが限
界値以上で予混合火炎伝播様の表面フラッシュが発生する
条件では，起毛層厚さの変化による表面フラッシュ速度の
変化はたかだか 40 % 程度である．このことにより，1 節で
述べたような表面フラッシュ速度が起毛層厚さにはそれほ
ど依存しないという既往の実験結果を説明することができ
る．
　次に起毛層密度の影響について検討する．本モデルで一
定の K の値のもとで φ0 が変化することが，表面フラッシュ
現象において起毛層密度が変化することと同等である．そ
のような場合の Γ および θ* の変化を図 6 に示す．図 6a は，
K > 0 の場合の図 2 に相当する．φ0 には下限界および上限
界が存在し，これらの限界値では火炎温度が断熱火炎温度
よりも O(θa

−1) 程度低下し，火炎伝播が不可能になる．し
たがって，本モデルの予測によると，表面フラッシュが発
生する起毛層密度には，これまでの研究で観察された上限
界のみならず下限界も存在することになる．しかし，起毛
層密度が極めて小さい条件で表面フラッシュ実験を行うの
は容易ではないので，実験的に下限界を測定するには工夫
が必要かもしれない．図 2 や 6a からわかるように，Γ は 

φ0 に大きく依存する．このことは，予混合火炎伝播様の表
面フラッシュが発生する条件では，表面フラッシュ速度が
起毛層密度に大きく依存することを意味しており，これま
での実験結果とも矛盾しない．なお，Γ の定義には m を通
して ρn が含まれる ((5) および (16) 式参照)．つまり，表面
フラッシュ速度 V0 が変化しなくても，ρn が増加すれば Γ 

も増加する．したがって，ここでの議論のようにρn が変化
する場合，Γ の変化を V0 の変化と同じとはみなせない．し
かし，図 2 や図 6a の結果の場合，φ0 (ρn に比例) がわずか
に変化しただけで Γ が大きく変化しているので，Γ の増減
が V0 の増減とリンクしていると考えることができる．
　以上に検討したように，本研究のモデルにより，表面フ
ラッシュが発生する限界起毛層厚さおよび限界起毛層密度
の存在を説明することができる．また，表面フラッシュ速
度が起毛層密度には大きく依存するが起毛層厚さにはそれ
ほど依存しないという，これまでの実験結果も定性的に説

明することができる．ただし，本研究のモデルでは，繊維
の真密度が気体密度よりも十分に大きいと仮定した．すな
わち，起毛層の空隙率が 100 % であると仮定した．しかし，
起毛層密度が大きい条件では空隙率の影響を無視できない
可能性がある．したがって，φ0 が大きい場合の本モデルの
妥当性については実験的な確認が必要であり，今後はモデ
ルの予測結果と実験結果の比較を行う予定である．

4. 結論

　予混合火炎に類似した火炎伝播機構を持つ表面フラッ
シュ現象を記述する既往のモデルの問題点を検討し，修正
した．モデルの基本はこれまでと同様で，熱損失の影響を
考慮した一次元予混合火炎伝播の理論に，繊維の熱分解の
効果を追加したものである．改良されたモデルでは，起毛
層密度だけでなく，起毛層厚さの影響も考慮した．また，
起毛層密度が小さい場合にもモデルを適用できるようにす
るため，燃焼反応速度の燃料濃度依存性を考慮した．本論
文では，燃料濃度および酸素濃度のそれぞれに比例する二
次反応を仮定した．
　本モデルにより，表面フラッシュが発生する限界起毛層
厚さおよび限界起毛層密度を予測することができる．起毛
層密度に関しては，これまでに観察された上限界のほかに

Fig.6 Variation of Γ and θ* for different values of K. Parameters used: 
H = 0.1, Ta/T0 = 50, Hc/cT0 = 40, YOa = 0.2, and νFWF/νOWO = 1.
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下限界も存在することが予測された．また，本モデルによ
り得られる，表面フラッシュ速度が起毛層密度には大きく
依存するが起毛層厚さにはそれほど依存しないという結果
は，これまでの実験結果と定性的に一致している．しかし，
今回採用した一次元モデルは実際の現象をはるかに単純化
したものである．また，起毛層の空隙率の影響など，本モ
デルで考慮されていない点も数多くある．したがって，実
験結果との比較によりモデルの妥当性あるいは適用可能な
条件についてさらに検討する予定である．

記号の説明

B 前指数因子
c 比熱
D 拡散係数
H H = Hp/Hc

Hc 単位質量の燃料あたりの燃焼熱
Hp 単位質量の繊維あたりの分解熱
K 無次元熱損失係数
k 熱伝達係数
m 質量流束
T 温度
T* 火炎温度
Tb 断熱火炎温度
Ta 燃焼反応の活性化温度
V0 表面フラッシュ速度
Vg 気相 (x > x1) における気体速度
Wi 化学種 i の分子量
X X = (1 + 4K/Γ 2)1/2

x1 熱分解完了位置 (x1 < 0)

Yi 化学種 i の質量分率
YOa 空気中の酸素の質量分率
yi 正規化された化学種 i の質量分率

ギリシャ文字
α α = ρgD = λ/c
δ 起毛層厚さ
ε ε = θ*

2/θa

φ 当量比
Γ 無次元火炎伝播速度
η 無次元座標
η1 無次元熱分解完了位置 (η1 < 0)

λ 熱伝導度
ν i 燃焼反応における化学種 i の量論係数
θ 無次元温度

θ* 無次元火炎温度
θa 無次元活性化温度
ρg 気体密度
ρn 起毛層密度

添字
0 x = -∞ の条件での値
1 x = x1 での値
F 燃料
g 気体，気相
n 起毛層
O 酸素
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